
様式第１（第７条関係）　　　　　
安城市特殊詐欺対策装置購入費補助金交付申請書兼実績報告書

令和　　年　　月　　日
安　城　市　長
（申請者）　住　　所　　　　　　　　　　  　　　　　　　　
　　　　　　  氏　　名　　　　　　　　 　　　　　　　（※）　
　　　　（※）本人が手書きしない場合は、記名押印してください。
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
生年月日　　　　　　年　　月　　日（　　）歳　

　安城市特殊詐欺対策装置購入費補助金交付要綱第７条の規定に基づき、以下のとおり申請します。また、私は、私の安城市税の滞納の有無及び世帯の住民基本台帳情報について、安城市特殊詐欺対策装置等購入費補助金の交付申請の内容を審査するために市職員が確認することを承諾します。金
金

	購　入　額
	　　　　　　　　     円

	交付申請額
	  　　　　　　　　　　　※購入額（税込み）の２分の１（１０円未満切捨て）
（上限７，０００円）

	購入機種等
	種　　類
	· 通話録音装置円

· 着信拒否装置
· 通話録音装置の機能又は着信拒否装置の機能を内蔵する固定電話機

	
	メーカー・製品名
	

	
	品　　番
	

	申請者情報
※
	６５歳以上の者の名前　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者との続柄　　　　　　　　　　　　


※申請者情報の欄は、申請者が６５歳未満の世帯員の場合のみ記入してください。

　添付資料
（１）補助対象者が補助対象経費の支払手続を完了したことを証する書類の写し
（２）カタログ等購入した特殊詐欺対策装置の機能が確認できるもの


誓約書

　私は、次の事項を確認し、遵守することを誓約します。

１　市内に住所を有し、現に居住しているもので、安城市特殊詐欺対策装置購入費
補助金交付要綱第４条に規定する補助対象者の要件を満たすこと。
２　市税の滞納がないこと。
３　他の類似する市町村の制度による助成金等の交付を受けていないこと。
４　暴力団員、暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行う者又は暴力団
若しくは暴力団員と密接な関係を有する者ではないこと。
５　特殊詐欺対策装置を設置する電話機又は特殊詐欺対策機能を有する電話機を家
庭用の用途に供すること。
６　安城市特殊詐欺対策装置購入費補助金（以下「補助金」という。）の交付を受
けた場合、特殊詐欺対策装置を設置した電話機又は特殊詐欺対策機能を有する電
話機を補助金の受領日から３年間使用すること。
７　特殊詐欺対策装置の機能と適切な使用方法について、販売事業者から説明を受
けたこと。
８　特殊詐欺対策装置設置後に発生した特殊詐欺被害等について、市が一切の責任
を負わないこと。
９　前項までの誓約事項について虚偽があった場合は、市に対して補助金の全額を
返還すること。










